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５．考察 

まずはじめに、多くの競技団体に本調査にご協力いただいたことに、心より御礼申し

上げる。新型コロナ禍の収まらぬ状況下であった。各団体におかれては、引き続き平時と

は異なる環境と業務量であったものと思われるが、その中で今回も例年とほぼ同数の団

体からご回答をいただいた。そしてこのことによって、本調査は、少なくとも例年と同程

度に、我が国の中央競技団体のほぼ全体としての姿を示すものになっている。 

 本調査の担当者と共同研究者は、オリンピック・パラリンピックの東京開催が決まっ

たときから、漠然と一つの仮説と課題を意識し始めていた。それは、 

・56 年ぶりの東京開催（実際には 57 年）に向けて、各競技団体の協賛金収入は、大きく

増えていくことが期待される。 

・しかし東京 2020 大会が終了すれば、協賛金の金額規模は「もとにもどる」のではない

か。 

というものであった。そしてこれを検証し始められるのは、本冊、すなわち 2022 年度調

査からである。 

念のためにいくつか留意事項を示しておきたい。 

①  本調査が対象としているのは、JOC、日本スポーツ協会、日本ワールドゲームズ協会の

いずれかに加盟している競技団体である。すなわち、東京 2020 大会に出場する種目

に該当しない団体が一定数含まれている。また JOC 加盟団体の中には、冬季競技を専

らとする団体がある。 

②  本調査は、パラリンピック種目等、障がい者競技の団体を対象としていない。いずれ

本調査と並行して、これら団体の調査を実施することを検討する時期が来るものと思

うが、本調査については調査内容・対象の継続性とこれによる経時的変化の分析の有

効性を担保すべきであると考えている。 

③  競技団体が企業等から受け取る協賛金の額は、必ずしも把握できていない。これは、

各団体が開示している収入科目が統一されていないためである。協賛金は、事業収入

の中に含まれているものが大半であろうと思われる。ただし、2018 年度調査より収入

科目の詳細な検討を行ったことにより、「その他収入」が減少し、事業収入が拡大した。

このため現時点では 2016 年度までの予算書における事業収入と、2018 年度以降のそ

れとを比較することができない（していない）が、研究上必要であれば、2016 年度ま

での原資料を再整理し、2018 年度以降との比較が可能なものとすることができる。 

④  東京 2020 大会の参加種目を擁する団体には、国費を財源とする強化費が支給される。

これについて、本調査では「補助金・助成金」という集計項目を設けているので、民

間からの協賛金とは区分したうえで把握することがある程度可能である。またこの項

目については 2012 年度から集計方針を変更していないので、経時的変化をみること

ができる。 
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